
 現在の課題ということで、

これは導入時の問題点とほ

ぼ同じと言えるということ

で、教育の評価方法とか活

用方法が挙がっています。

幾つかポイントとして見ま

すと、独法については評価

実施の負荷が挙がっている

ということです。一方で、

ここは少しおもしろいのは、

民間企業のところでは負荷

になっているという回答は

あまりないということで、

単純に、先に導入したとこ

ろではもう負荷が高くなっ

てしかたがない、というこ

とになっているわけではな

いのかなと思います。 

 先発組と言えるような独

法とか民間企業のところで

特徴的なものを見ると、下

のほうの部分に幾つか挙が

っているのは、短期での研

究成果の評価が課題となっ

ていますということや、基礎研究と応用研究の比較が難しいですというところが独法や民

間企業については挙がっているということです。 

 あと、同じようなもので、いわゆる業績に結びつかないものや、目立たないもの、評価

項目のスコープに入らなかったものが評価できないということはやはり問題ですし、副作

用的なものとして、目標を低く設定してしまうとか、短期志向になってしまうとか、その

ような回答も、民間企業、独法では挙げられているということです。 

 

3.国内の先進事例 

 以上がアンケート結果で、次は国内・海外の先進事例についてご紹介したいと思います。

国内の先進事例についてまず幾つかの事例をご紹介したいと思いますが、ポイントとして

幾つか挙がったことを先に申し上げますと、民間企業は、評価の中で育成もかなり意識し

ているのではないかということ、あとは、目標管理を民間企業でやっていますが、これは



組織の目標と個人の目標が

整合性を持ったものにする

ために目標管理をやってい

るのではないかということ

と、研究実績に評価者の判

断ということで、実績がそ

のまま評価結果になるので

はなく、そこに評価者の評

価が加わって評価結果にな

るという形になっていると

いうことです。あとは、分

野の違いをどのように取り

扱っているかというところ

も興味深いですし、フィー

ドバックや表彰制度は、や

る気にさせるためというこ

とで、幾つかの工夫が見ら

れるということです。 
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3.13.1大学の事例大学の事例::東京理科大学東京理科大学
私立の理工系大学で、教員数約私立の理工系大学で、教員数約750750名。名。

目的目的
–– 3030年前年前のの導入時には特別昇給対象者を決めるためだったが、現在導入時には特別昇給対象者を決めるためだったが、現在

は、昇給・昇任の参考とし、教育・研究を盛んにするという意図である。は、昇給・昇任の参考とし、教育・研究を盛んにするという意図である。

内容内容
–– 「研究」、「教育」、「貢献」を「研究」、「教育」、「貢献」を2:2:1.52:2:1.5で総合化で総合化。。
–– 「研究」は論文数、「研究」は論文数、IFIFなど。など。1010の研究分野に分けの研究分野に分けて、平均点て、平均点22で規格で規格

化することによって研究分野間の比較を可能としている。化することによって研究分野間の比較を可能としている。
–– 判断が必要な項目は約判断が必要な項目は約5050名からなる評価委員会で研究分野・学部名からなる評価委員会で研究分野・学部

別に年に別に年に11度判定している。度判定している。

–– 評価項目等について継続的に見直しを続けている。評価項目等について継続的に見直しを続けている。

活用方法活用方法
–– 本人には全体の分布と共に評価点が開示され、全体の中の位置づ本人には全体の分布と共に評価点が開示され、全体の中の位置づ

けが理解できる。けが理解できる。
–– 昇給・昇任の昇給・昇任の参考参考としている（機械的に昇給・昇任するのではない）。としている（機械的に昇給・昇任するのではない）。

 まず、大学の例として、

東京理科大です。ここを取

り上げますのは、もう30年

前から実は教員評価をやっ

ているという事例です。昇

給・昇任の参考とするとい

う位置づけで、内容的には

いろいろな大学でやられて

いるものと近いものがあり

まして、研究・教育・貢献

といったいろいろな分野の

ものを一定の比で総合化し

ていくということで、定量

的な評価に近いです。 
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3.23.2大学の事例大学の事例::横浜国立大学横浜国立大学
国立の大学で教員数約国立の大学で教員数約600600名。うち工学系約名。うち工学系約200200名。名。

目的目的
–– 教育研究の成果の向上、自己啓発、適材適所の基礎資料、組織の運営改善等教育研究の成果の向上、自己啓発、適材適所の基礎資料、組織の運営改善等

内容内容
–– 全学に先行して、工学系の教員に対して全学に先行して、工学系の教員に対して20022002年度より調査票の提出を求め、年度より調査票の提出を求め、３年３年

毎に評価を実施毎に評価を実施（初回は（初回は20052005年度）。年度）。

–– 学科を基本とした分野別の評価ユニット毎学科を基本とした分野別の評価ユニット毎に評価を行う。評価ユニット数は６。各ユに評価を行う。評価ユニット数は６。各ユ
ニットの評価委員は３名乃至４名。ニットの評価委員は３名乃至４名。

–– 教育、研究、社会貢献、管理運営の各項目について評価を行う。教育、研究、社会貢献、管理運営の各項目について評価を行う。総合点数化は行総合点数化は行
わないわない。。

–– 業績に基づいて各自が業績に基づいて各自がSS、、AA、、BBの自己評価を行い、部局長に提出する。それを基の自己評価を行い、部局長に提出する。それを基
ににユニット評価委員会で相対評価としてユニット評価委員会で相対評価としてSS、、AA、、BBの３段階で改めて評価の３段階で改めて評価する。する。

–– ユニット評価委員会の評価を各教員に通知し、不服がある場合は申し立てによっユニット評価委員会の評価を各教員に通知し、不服がある場合は申し立てによっ
てもう１度評価を行う。てもう１度評価を行う。

–– 教育の項目の評価が優秀な教員には教育の項目の評価が優秀な教員にはベストティーチャー賞ベストティーチャー賞を授与する（副賞有り）。を授与する（副賞有り）。

活用方法活用方法
–– 本人に４つの各項目の評価結果と分野内での分布をフィードバックする。本人に４つの各項目の評価結果と分野内での分布をフィードバックする。

–– 特別昇給及び賞与（勤勉手当分）特別昇給及び賞与（勤勉手当分）に部局長が反映する。に部局長が反映する。

 ただ、おもしろいのは、

工夫としては「10の研究分

野に分けて」というように

色がつけてあるところです。




